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1. はじめに
　2025 年 1 月 29 日 か ら 30 日 に か け て、 オ
マーン国の首都マスカットにて、国際学術会議

（International Science Council：ISC）の第 3 回総
会が開催された。これに先立つ３日間、同じ会場で科
学と社会、科学と政策の接点における重要課題の検
討を目的とする国際会合「マスカット・グローバル・
ナレッジ・ダイアログ」が催され、その締めくくりに

「グローバル・サイエンスに関するマスカット宣言」
（The Muscat Declaration on Global Science）が
発出された1）。以下に、宣言全文の日本語訳を示す。

2. グローバル・サイエンスに関するマス
カット宣言

2025 年 1 月 26 日〜30 日
オマーン、マスカット

マスカット・グローバル・ナレッジ・ダイアログ
及び国際学術会議第３回総会において

前文
　グローバル・ナレッジ・ダイアログは、科学と社会
ならびに科学と政策の接点にある重要課題を定期的
に検討することを目的として、国際学術会議（ISC）
が主導するイニシアチブである。今回は、ISC とオ
マーン国高等教育・研究・イノベーション省の共催
により開催された。

　ISC のグローバル会員組織は、250 の国際的な科学
連合や学協会、各国・地域の科学機関（アカデミー、
政府機関・省庁、研究・科学評議会、国際科学連盟・
団体、若手科学者組織など）を統合している。

　［想起］ISC は「科学はグローバルな公共財である」
というビジョンを持つことを思い起こす必要がある。

【 概　要 】
　2025 年 1 月に国際会合「マスカット・グローバル・ナレッジ・ダイアログ」において、「グローバル・サイ
エンスに関するマスカット宣言」が発出された。本宣言は、科学が国境を越えたグローバルな公共財であると
いう立場を明示した上で、研究力と教育の質の国・地域間格差や、AI 等の新興技術により急速な変化を遂げる
科学の状況を認識しつつ、科学が社会正義・平和・安全保障・持続可能性の推進に主要な役割を担うことを強
調した。その上で、行動宣言として、自由で責任ある科学実践の擁護・促進と、地球規模課題に対する国際的・
学際的・超学際的共同研究の奨励・支持、科学システムの公正な進化への貢献を提言した。また、オープンサ
イエンスは、自由で開かれた知識の共有という文言により表現された。結びでは、2020 年代の世界における
科学が、分断を乗り越えて信頼を育む、地球環境問題に集合的に取り組むためのポジティブな推進力であると
いう考え方が発信された。
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これは、科学的知識とその実践は広く万人に益する共
有資源と見なすべきであることを意味する。

　［再認］科学における志や課題、機会、アプローチ
は世界的に見て多様であることと、国・地域間におけ
る研究力と教育の質の格差が拡大していること、及び
グローバルな進歩をうながすためにこれらの格差の
是正が必要であることを認める必要がある。

　［想起］ISC は上記のビジョンを実現するために、強
固で効果的かつ信頼性のあるグローバルな声を科学
に与えることをミッションとしていることを思い起
こす必要がある。

　［考慮］科学実践を取り巻くグローバルな状況は過
去 10 年間で大きく変化したことと、新興技術により
科学研究のパラダイムが更に変化しつつあることを
考慮する必要がある。

　［確認］このような文脈のもと、科学が社会正義・
平和・安全保障・持続可能性の推進に主要な役割を
果たすことを確認する必要がある。

　［考慮］科学者たちの声とその多様性を高め、科学
者たちの自由と安全を前進させ、科学に参加し科学か
ら受益する権利を擁護するという、ISC の役割を考慮
する必要がある。

行動宣言
　以上を踏まえ、マスカット・グローバル・ナレッ
ジ・ダイアログの参加者一同は：

　［擁護・促進］次の各項により、自由で責任ある科
学実践を擁護・促進する。
• �科学に参加し科学から受益する権利を前進させる

こと、より広い意味では、グローバルな公共財とし
ての科学の役割を支持すること。

• �緊張と危機の時代に境界を越えた科学的協働を維
持すること。

• �緊急事態や紛争下にある科学のエコシステム及び
科学者、特に避難を余儀なくされた科学者の保護を
支持すること。

• �自由で安全かつ倫理的、包摂的で、説明責任があり
公正な科学の実践を支持すること。

　［奨励・支持］次の各項を含め、地球規模の課題に
関する国際的・学際的・超学際的共同研究を奨励・
支持する。
• �持続可能な開発のための国連国際科学の 10 年を、

持続可能性アジェンダを進める手段として積極的
に支持すること。

• �国際極年 2032－33 及び国連氷圏科学の 10 年に
向けた動員を行うこと。

• �複雑な課題に対処するために、必要に応じて、自然
科学、医学、社会科学、人文学、工学などあらゆる
基礎・応用科学を総合するホリスティック・アプ
ローチを採用すること。

• �科学が効果的な役割を果たしうる様々な隔たりを
含め、不平等や社会的結束に関する研究を奨励する
こと。

• �世界の資金提供機関、慈善団体、主要な科学機関に
対し、リソースが不足する地域における能力開発イ
ニシアチブへの投資支援を求めること。

• �汚染の防止ないし削減とゼロエミッション実現に
向けた実践的解決策を共同開発すること。

　［貢献］次の各項を含め、新興技術と世界的不平等
の双方を勘案し、科学システムの公正な進化に貢献
する。
• �例えばオープンサイエンス、研究評価、学術出版な

どにおける科学システムの変化と改革、及び透明
性・効率性・包摂性・誠実性の向上に向けて、科学
研究にかかる資金提供者、政策決定者等ステークホ
ルダーに専門的助言を提供すること。

• �緊急かつ複雑な社会的・環境的課題に対処するた
めに必要な超学際的知識・ツール・スキルを将来
の研究者に身につけてもらえるように、高等教育機
関の変革を推進すること。

• �人工知能をはじめとする新興技術が科学と教育シ
ステムの諸側面に及ぼす潜在的影響を批判的に評
価すること。

• �科学データの生成・保存・管理・アクセスを、分野
横断的な大きなチャレンジをうながすような様態
で行うこと。

• �若手科学者のアカデミーや協会を支援すること。

　［継続］科学の価値を擁護し続け、かつあらゆるレ
ベルにおけるエビデンスに基づく理解と意思決定を
促進し続ける。

　［推進］多国間体制における科学の役割を強化する
ための能力開発、適切なトレーニング、原則とモデル
の採用を推進する。

　［促進・支援］公共の利益を促進し地球規模課題に
対応するために、科学技術外交の活用を促進・支援
する。

　［擁護］国際科学プログラムと自由で開かれた知識
共有への投資を拡大し維持するための擁護を行う。

　［奨励］世界平和と人類の福利、地球への奉仕、世
界の持続可能性にかかる諸目標の達成に向けた学術
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研究とイノベーションへの貢献を奨励する。

　［強調］学術組織のガバナンスと科学の営み全般に
おいて、女性科学者や少数派の代表性を向上させるこ
との重要性を繰り返し強調する。

　［結語］科学は、分断を乗り越え、信頼を育むとと
もに、さまざまなレベルにおいて共有された地球規模
課題に対する集団的行動を触発するポジティブな力
となり得る普遍的な営みであることをもって、結語と
する。

3. 解説
　社会における科学の役割に関する国際宣言は、
1999 年に「社会の中の科学、社会のための科学」と
いう概念を盛り込んだ「科学と科学的知識の利用に関
する世界宣言」（ブダペスト宣言）2）が出されて以来、
度々発出され、国際学術政策の形成に影響を与えてき
た3）。2022 年 12 月に南アフリカ共和国ケープタウ
ン市で開催された第 10 回世界科学フォーラムは、社
会正義のための科学をテーマに掲げており、閉会時に
採択された宣言文においても、このテーマに沿って、

「人間の尊厳のための科学」「気候正義のための科学」
「アフリカと世界のための科学」「外交のための科学」
という四本柱が提示された。グローバル・サウスを視
野に入れた科学の発展を強調した宣言であった。
　今回発出されたマスカット宣言は、このような潮
流を踏まえた上で、科学がグローバルな公共財であ
る（science as a global public good）という ISC
のビジョンを確認するところから出発する。このビ
ジョンは、ISC の理事を務めるジェフリー・ブルトン

（Geoffrey Boulton）によって、2021 年以来繰り返
し表明されており4〜6）、本宣言の思想的基礎をなす。
　本宣言は前文（Preamble）、行動宣言（Actionable 
Statements）、そして結語の三部から構成された。前
文では科学がグローバルな公共財であるという ISC
のビジョンを確認した上で、ロシアによるウクライナ
侵攻及びイスラエルによるガザ地区侵攻などの武力
による現状変更や、世界の覇権をめぐる米中の独自路
線化を言外に想起させる形で、科学実践を取り巻くグ
ローバルな状況が大きく変化していることと、人工知
能（AI）の急速な発展や新興感染症への対処を通じ
て、科学研究のパラダイムが変化しつつあることを、
現状認識として提示した。その上で、社会正義・平
和・安全保障・持続可能性の実現に科学が主要な役
割を果たすべきことを強調し、研究資源の南北格差や
ジェンダー格差を意識させつつ、研究力と教育の質の
格差是正を問題提起した。

　具体的な行動宣言においては、行動に移せる
（actionable）というニュアンスが強調された。災害
などの緊急事態や紛争下においても科学活動と科学
者を擁護することや、自由で安全かつ包摂的で公正な
科学の実践を提言した。格差是正のための投資の拡大
も呼びかけられる。また、研究アプローチにおいて
は、複雑で解決困難な地球規模課題に対処するため、
あらゆる分野の知を全体的に包括して捉えるホリス
ティック・アプローチ（holistic approach）を推奨
した。これは、我が国の科学技術政策にいうところの

「総合知」7）に近しい概念である。
　さらに、ホリスティック・アプローチをとるための
国際・学際・超学際的共同研究を奨励するとともに、
高等教育への実装も提言した。我が国では、学術分
野間や学術と社会の垣根を超えた協働により現実世
界の課題に取り組む超学際（トランスディシプリナ
リー）アプローチの教育は、東京科学大学環境・社会
理工学院融合理工学系（2016 年発足）、名古屋大学
卓越大学院プログラム「ライフスタイル革命のための
超学際移動イノベーション人材養成学位プログラム」

（2020 年発足）、京都大学大学院人間・環境学研究科
学術越境センター（2023 年発足）、総合研究大学院大
学先端学術院総合地球環境学コース（2023 年発足）
などで端緒についたばかりであり、今後の政策的支援
による拡充が求められるところである。
　なお本宣言において、オープンサイエンスの概念
は、科学システムを構成する「自由で開かれた知識の
共有」（free and open knowledge sharing）とい
う文言によって表現された。その上で、科学データの
共有を、分野横断的な大きなチャレンジをうながすと
いう文脈のもとで奨励した。
　結語においては、科学の価値を擁護すること、科
学がエビデンスに基づく意思決定（evidence-based 
decision making）に寄与すること、そして能力開
発（capacity building）と科学技術外交の重要性を
説くとともに、世界平和と人類の福利（human well-
being）、地球への奉仕（planetary stewardship）、世
界の持続可能性（global sustainability）を学術研究
とイノベーションの目標（ゴール）として明示した。
米国では、近年の政治的環境の変化に伴い、学術界に
おける女性やマイノリティーの支援に関する政策的
方向性に揺らぎが見られ、多様性の確保に向けた取り
組みの将来性について注視が必要とされている。その
ため、結果論ではあるが本宣言にこの論点が盛り込ま
れたことは有意義であったといえよう。
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4. 結びにかえて
　本宣言の結語では、2020 年代の世界における科学
が、真理の探究にとどまらず、世界の分断を乗り越
えて信頼を育み、地球規模課題に「みんな」で取り
組み、世界を変革する原動力であることを発信した。
このことは、VUCA8）すなわち変動性（volatility）・
不確実性（uncertainty）・複雑性（complexity）・曖
昧性（ambiguity）の増大する現代において、科学が
世界の行く先を指し照らす「飛行石」の役割を担うこ
とを意味する。その上で、グローバルな公共財として
の科学の位置付けや、ジョン・ロールズに始まる正
義論9）に基づく格差の是正など、科学機関と科学者の
行動規範を示すものである。
　しかるに、グローバルな総論としては合意できて
も、国益や国際競争力を気にする国家レベルや、ラン
キングを気にする大学レベル、研究業績や評価を気に

する研究組織・個人レベルの各論において、本宣言の
思想が規範として受容されるには、相応の時間を要す
ることも想定される。そのような懸念があるにせよ、
本宣言の思想が、2020 年代に生きる科学人にとって
の規範的教養として、定着することを期待している。
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